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独立行政法人農林漁業信用基金 農業保険関係勘定

貸借対照表

令和4年3月31日現在 （単位：円）

（資産の部）
Ⅰ　流動資産

現金及び預金 1,653,431,314 
有価証券 200,000,000 
前払費用 202,819 
未収収益 2,702,205 
その他の流動資産 170,243 

1,856,506,581 
Ⅱ　固定資産
　１　有形固定資産

建物 479,021 
減価償却累計額 △ 103,589 375,432 

工具器具備品 1,345,529 
減価償却累計額 △ 830,589 514,940 

有形固定資産合計 890,372 
　２　無形固定資産

ソフトウェア 196,983 
電話加入権 52,000 
無形固定資産合計 248,983 

　３　投資その他の資産
投資有価証券 2,000,000,000 
敷金・保証金 1,546,637 
投資その他の資産合計 2,001,546,637 

2,002,685,992 
3,859,192,573 

（負債の部）
Ⅰ　流動負債

未払金 40,260 
預り金 6,125 
未払費用 348,575 
引当金
賞与引当金 1,032,090 

1,427,050 
Ⅱ　固定負債

引当金
退職給付引当金 51,945,772 

資産除去債務 218,977 
52,164,749 
53,591,799 

（純資産の部）
Ⅰ　資本金

政府出資金 1,800,000,000 
民間出資金 1,800,500,000 

3,600,500,000 
Ⅱ　利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金（注） 199,348,928 
積立金（注） 5,751,846 
当期未処分利益 0 
（うち当期総利益） (0)

205,100,774 
3,805,600,774 
3,859,192,573 

　資本金合計

　利益剰余金合計

負債純資産合計

科　　　　　　目 金　　　　　　額

資産合計

負債合計

純資産合計

　固定資産合計

　流動資産合計

　流動負債合計

　固定負債合計

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。
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独立行政法人農林漁業信用基金 農業保険関係勘定

行政コスト計算書

自　令和3年4月1日　至　令和4年3月31日　 （単位：円）

Ⅰ　損益計算書上の費用

　　　一般管理費

　　　　　役員報酬 1,359,435

　　　　　職員給与 8,354,372

　　　　　法定福利費 1,630,952

　　　　　事業推進費 360

　　　　　事務諸費 2,545,674

　　　　　賞与引当金繰入 1,032,090

　　　　　退職給付引当金繰入 1,323,706

　　　　　減価償却費 394,663

一般管理費合計 16,641,252

　　　臨時損失

　　　　　固定資産除却損 1

臨時損失合計 1

　　損益計算書上の費用合計 16,641,253

Ⅱ　行政コスト 16,641,253

科　　　　　　目 金　　　　　　　　額
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独立行政法人農林漁業信用基金 農業保険関係勘定

損益計算書

自　令和3年4月1日　至　令和4年3月31日　 （単位：円）

経常費用

一般管理費

役員報酬 1,359,435 

職員給与 8,354,372 

法定福利費 1,630,952 

事業推進費 360 

事務諸費 2,545,674 

賞与引当金繰入 1,032,090 

退職給付引当金繰入 1,323,706 

減価償却費 394,663 

一般管理費合計 16,641,252 

経常費用合計 16,641,252 

経常収益

財務収益

受取利息 15,468 

有価証券利息 13,694,986 

財務収益合計 13,710,454 
雑益 20,608 

　経常収益合計 13,731,062 

経常損失 2,910,190 
臨時損失

固定資産除却損 1 
臨時損失合計 1 

当期純損失 2,910,191 

前中期目標期間繰越積立金取崩額（注） 2,910,191       

当期総利益 0

科　　　　　　目 金　　　　　　額

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。
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独立行政法人農林漁業信用基金 農業保険関係勘定
純資産変動計算書
自　令和3年4月1日　至　令和4年3月31日　 （単位：円）

うち当期総利益

当期首残高 1,800,000,000 1,800,500,000 3,600,500,000 202,259,119 5,751,846 -            -            208,010,965 3,808,510,965

当期変動額

　Ⅱ　利益剰余金の当期変動額

　（２）　その他

　　　　　当期純損失 △ 2,910,191 △ 2,910,191 △ 2,910,191 △ 2,910,191

　　　　　前中期目標期間繰越積立金取崩額 △ 2,910,191 2,910,191 2,910,191 -           -            

当期変動額合計 -            -            -            △ 2,910,191 -            -            -            △ 2,910,191 △ 2,910,191

当期末残高 1,800,000,000 1,800,500,000 3,600,500,000 199,348,928 5,751,846 -            -            205,100,774 3,805,600,774

利益剰余金
合計

Ⅱ　利益剰余金

民間
出資金

資本金
合計

積立金
純資産
合計

Ⅰ　資本金

前中期目標期間
繰越積立金

当期未処分利益
政府

出資金

-
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独立行政法人農林漁業信用基金 農業保険関係勘定

キャッシュ・フロー計算書

自　令和3年4月1日　至　令和4年3月31日　 （単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

その他の業務収入 196,610

人件費支出 △ 10,475,239

その他の業務支出 △ 4,458,085

小計 △ 14,736,714

利息の受取額 13,718,344

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,018,370

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の償還による収入 100,000,000

投資活動によるキャッシュ・フロー 100,000,000

Ⅲ 資金増加額 98,981,630

Ⅳ 資金期首残高 1,554,449,684

Ⅴ 資金期末残高 1,653,431,314

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　額
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独立行政法人農林漁業信用基金 農業保険関係勘定

利益の処分に関する書類

（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 0 

当期総利益 0 

Ⅱ　利益処分額 0 

科　　　　　　目 金　　　　　　額
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重要な会計方針 

 

当事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和

３年９月 21 日改訂）並びに「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関

するＱ＆Ａ」（令和４年３月最終改訂）（以下「独立行政法人会計基準等」という。）を適用して、

財務諸表等を作成しております。 

 なお、独立行政法人会計基準等のうち、時価の算定に係る改訂内容は令和４事業年度から、収益

認識に係る改訂内容は令和５事業年度から、それぞれ適用します。 

 

１．減価償却の会計処理方法 

(1) 有形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

建 物  ５ 年 ～ ６年 

工具器具備品  ５ 年 ～ ６年 

(2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に

基づいております。 

 

２．引当金の計上基準 

(1) 賞与引当金 

役職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当期に負担すべ

き額を計上しております。 

(2) 退職給付引当金 

役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき

計上しております。 

なお、当基金は職員数 300 人未満につき、退職給付債務については、自己都合退職による

期末要支給額によっております。 

 

３．有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的債券 

償却原価法（定額法） 

 

４．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。 
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重要な会計上の見積り 

 

  該当する事項はありません。 

 

注記事項 

 

１．キャッシュ・フロー計算書関係 

(1) キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金及び要求払預金 

(2) 資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 …………………  1,653,431,314 円 

資金  ……………………………   1,653,431,314 円 

 

２．行政コスト計算書関係 

(1) 独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

行政コスト                 16,641,253 円 

自己収入等              △ 13,731,062 円 

機会費用                4,966,043 円   

独立行政法人の業務運営に関して 

国民の負担に帰せられるコスト         7,876,234 円   

(2) 機会費用の計上方法 

① 政府出資又は地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率 

10 年利付国債の令和４年３月末利回りを参考に 0.210％で計算しております。 

② 国との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法 

当該職員が国に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人での勤務時

間に対応する部分について、独立行政法人農林漁業信用基金役員退職手当規程及び独立行

政法人農林漁業信用基金職員退職手当規程に定める退職給付支給基準等を参考に計算して

おります。 

 

３．退職給付に係る注記 

(1) 採用している退職給付制度の概要 

当基金は、役員及び職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度及び確定

拠出制度を採用しております。 

退職一時金制度では、役員については独立行政法人農林漁業信用基金役員退職手当規程、

職員については独立行政法人農林漁業信用基金職員退職手当規程に基づき給付しておりま

す。また、退職給付引当金及び退職給付費用については簡便法により計算しております。 

(2) 確定給付制度 

① 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 
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期首における退職給付債務 50,874,079 円 

退職給付費用 1,119,614 円 

退職給付への支払額 △ 47,921 円 

期末における退職給付債務   51,945,772 円 

 

② 退職給付に関連する損益 

簡便法で計算した退職給付費用（※） 1,119,614 円 

（※）損益計算書の退職給付引当金繰入（一般管理費）のうち確定給付制度に関するもの

の合計となっております。 

(3) 確定拠出制度 

農業保険関係勘定の確定拠出制度への要拠出額（※） 204,092 円 

（※）損益計算書の退職給付引当金繰入（一般管理費）のうち確定拠出制度に関するものの合

計となっております。 

 

４．減損損失 

（減損を認識した固定資産） 

○ 電話加入権 

(1) 減損を認識した固定資産の種類、帳簿価額等の概要 

種 類 １回線当たり帳簿価額 回 線 数 帳簿価額 

電話加入権 13,000 円 ４回線 52,000 円 

(2) 減損の認識に至った経緯 

市場価格が下落している状況にあるため。 

(3) 損益計算書における計上金額 

帳簿価額が回収可能サービス価額を上回らないため、減損額は計上しておりません。 

(4) 回収可能サービス価額の概要 

ＮＴＴ東日本の公定価格 39,600 円（１回線当たり）を再調達価額とした使用価値相当額

が正味売却価額（4,400 円）を上回るため、使用価値相当額（158,400 円）を回収可能サー

ビス価額としました。 

 

５．金融商品関係 

 (1) 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

農業保険関係勘定は、農業者が被る不慮の災害による損失に対し、農業共済団体が支払

う共済金等に必要な資金の貸付けを行っております。この業務を実施するため、政府及び

政府以外の者からの出資の受入れ、必要に応じて金融機関からの借入れにより資金を調達

しております。 

当勘定が保有する有価証券は、独立行政法人通則法第 47 条の規定等に基づき、譲渡性

預金、公債及び安全性の高い社債で運用し、株式等は保有しておりません。 
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② 金融商品の内容及びそのリスク 

当勘定が保有する金融資産は、主として貸付金や有価証券であります。 

貸付金は、公的団体に対する貸付金であること等から、契約不履行によってもたらされ

る信用リスクは僅少であります。有価証券は、譲渡性預金及び債券であり、満期保有目的

で保有しております。これらは、発行体の信用リスクや金利の変動リスクに晒されており

ます。 

③ 金融商品に係るリスク管理体制 

ア 信用リスクの管理 

当基金は、毎事業年度末日において保有する資産について、資産査定を実施しており

ます。独立行政法人農林漁業信用基金資産査定実施要領に従い、担当部署において資産

査定の案を作成し、監理室においてこれを検証し、資産査定の案及び検証結果を踏まえ

て、理事長が決定することとしております。 

貸付金については、資産査定において貸付先の財務状況等により返済能力を判断して

おります。 

有価証券の発行体の信用リスクに関しては、資産査定の他に、独立行政法人農林漁業

信用基金余裕金運用管理要領（以下「余裕金運用管理要領」という。）に従い、格付け

や時価の把握を定期的に行い、関係者に報告するとともに、定期的に余裕金運用委員会

を開催し、審議・報告を行っております。 

イ 市場リスクの管理 

貸付金の利率については、主務大臣より認可された業務方法書等により定められた方

法により利率を決定しております。 

有価証券の運用利回りや含み損益の状況については、余裕金運用管理要領に従い、定

期的に関係者に報告するとともに、著しい変動があった場合には余裕金運用委員会で対

応措置を検討しております。 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。 

（単位：百万円） 

 

 

貸借対照表 

  計上額（＊） 

時価（＊） 

 

差額（＊） 

 

① 現金及び預金 1,653 1,653 － 

② 有価証券及び投資有価証券 

満期保有目的の債券等 

 

2,200 

 

2,214 

 

14 

（＊）単位未満を切り捨てて記載しております。 

 

（注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項 

(1) 現金及び預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。 
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(2) 有価証券及び投資有価証券 

これらの時価について、債券は取引金融機関から提示された価格によっております。 

６．リース取引関係 

オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料は下記のとおりです。 

貸借対照表日後１年以内のリース期間に係る未経過リース料 

貸借対照表日後１年を超えるリース期間に係る未経過リース料 

2,017,368 円 

7,060,788 円 

 

７．資産除去債務 

(1) 資産除去債務の概要 

都市再開発法に基づくコープビルの建替工事が行われることとなり、当基金は令和３年１

月にコープビルを退去し、新事務所への仮移転を行いました。これに伴い、新事務所の賃貸

借契約を締結したことから、当該契約に基づく退去時における原状回復費用を見積り、資産

除去債務を計上しております。 

(2) 資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を賃貸借期間である６年と見積り、割引率は使用見込期間に相当する６年も

のの長期国債利率を採用しており、△0.099％（入居開始時）を使用して資産除去債務の金

額を計算しております。 

(3) 当事業年度における資産除去債務の総額の増減 

期首残高 219,194 円 

有形固定資産の取得に伴う増加額 － 

時の経過による調整額（△は減少）  △ 217 円 

資産除去債務の履行による減少額 － 

その他増減額（△は減少） － 

期末残高 218,977 円 

 

 

重要な債務負担行為 

 

  該当する事項はありません。 

 

 

重要な後発事象 

 

  該当する事項はありません。 
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独立行政法人農林漁業信用基金　農業保険関係勘定

附属明細書

１．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費の明細

（単位：円）

－     －     －     －     －     －     

－     －     －     －     －     －     

－     －     －     －     －     －     

－     －     －     －     －     －     

－     －     

－     －     

－     －     

（注）１．投資その他の資産以外については、自己収入による財源で取得しております。

　　　２．投資有価証券の当期減少額は、流動資産（有価証券）への振替額 200,000,000円であります。

２．有価証券の明細

 (1) 流動資産として計上された有価証券

（単位：円）

計

計

(2) 投資その他の資産として計上された有価証券

地方債

社債

計

－     －     －     －     

計 －     －     －     －     

－     －     －     －     －     

計 －     －     －     －     －     

該当なし

239,036          

100,000,000                

100,000,000                

200,000,000                

100,000,000                

103,589          

321,907          

取得価額

200,000,000      

－               

200,000,000                

1,546,637        

1,824,550        

2,001,546,637 

2,000,000,000 

1,546,637 

1,824,550        

－               

－               

－               

－               

2,001,546,637 

当期損益に含まれた評価損益

－                         

－                         

－                         

100,000,000                

100,000,000                100,000,000                

300,000,000                

100,000,000                

100,000,000                100,000,000                

－                         

－                         100,000,000                

100,000,000                

200,000,000                

100,000,000                

－                         

－                         

券面総額

300,000,000                

－                         

－               

321,907          

－                         

－                         

その他有価証券評価差額

72,756           

－               

239,036          

－                         －                         

82,871           

時　　価

166,797          

830,589          

貸借対照表計上額

166,797          

－                         

－                         

100,000,000                

300,000,000                －                         

－                         100,000,000                

100,000,000                

－                         

200,000,000                

100,000,000                

300,000,000                

200,000,000                200,000,000                －                         

当期費用に含まれた評価差額

純資産に持分割合を乗じた価額

－                         

2,000,000,000              

摘　　要

摘　　要

当期費用に含まれた評価差額

貸借対照表計上額

貸借対照表計上額

2,000,000,000              

第1回明治安田生命保険債

－                         

第65回鉄道建設・運輸施設整備支援
機構債券

特別の法律により法人の発行する債券

第107回日本高速道路保有・債務返済
機構債券
第112回日本高速道路保有・債務返済
機構債券

300,000,000                

300,000,000                300,000,000                

銘　　柄

100,000,000                

100,000,000                

第3回ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグ
ループホールディングス債

第34回西日本高速道路債（一般担保
付）

－                         

100,000,000                

100,000,000                

該当なし

該当なし

100,000,000                

200,000,000                

満 期 保 有

200,000,000                

社債

第12回富士フイルムホールディング
ス債

種類及び銘柄

有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

第387回大阪府公募公債 300,000,000                

計 上 額 合 計

目 的 債 券

計 上 額 合 計

100,000,000                

200,000,000                

100,000,000 

－                         

第24回成田国際空港債（一般担保
付）

100,000,000                100,000,000                

第3回神奈川県住宅供給公社債券

取得価額

取得価額 時　　価

2,000,000,000              2,000,000,000              

種類及び銘柄

100,000,000                

取得価額

第8回大阪府住宅供給公社債券

第70回三菱ＵＦＪリース債

300,000,000                

第1回損害保険ジャパン日本興亜債

第64回三井不動産債

－                         

券面総額

2,200,000,000 

2,201,546,637 

種類及び銘柄

貸 借 対 照 表

非償却資産

資産の種類

415,780          

363,780          

1,345,529        

目 的 債 券

計

該 当 な し

計

該 当 な し

計

建 物

工具器具備品

計

ソフトウェア

有形固定
資産

(償却費損
益内)

投資その他
の資産

有形固定
資産（償却
費損益外）

有形固定
資産合計

無形固定
資産

電 話 加 入 権

計

投資有価証券

敷金・保証金

計

375,432          

514,940          

890,372          

差引当期末 摘　要
残　　　高

82,871           

減価償却累計額

当期償却額

103,589          

2,087,589        

1,345,529        

－               

742,060          

期首残高

－               

当期減少額 期末残高

479,021 263,039          

当期増加額

－               

1,345,529 －               

263,039          

830,589          

934,178          

－               －               

-                

479,021 

－               

363,780 

1,345,529 

263,039          

建 物

工具器具備品

72,756           

375,432          

514,940          

890,372          

196,983          

934,178          

－               －               

415,780          

742,060          

－               

－               

－               

2,087,589        

52,000           

263,039          

－               52,000 

銘　　柄

2,000,000,000 

52,000           

248,983          

当期費用に含まれた評価差額

200,000,000      

－               

－               

取得価額 摘　　要

摘　　要

－               

100,000,000                

1,546,637        

当期費用に含まれた評価差額貸借対照表計上額

－                         

摘　　要

（単位：円）

200,000,000                

貸借対照表計上額

貸 借 対 照 表

有 価 証 券

満 期 保 有

売 買 目 的

そ の 他
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３．引当金の明細

賞与引当金

計

４．退職給付引当金の明細

区　　　　分

退職給付債務合計

退職一時金に係る債務

退職給付引当金

５．資産除去債務の明細

（単位：円）

区　　分

（注）当期減少額は、利息費用を計上したものであります。

６．役員及び職員の給与の明細

報酬又は給与

(1) (-) (-)

8 -      

(4) (-) (-)

39 2

(128) (5) (-) (-)

47 2

（注）１．単位未満を切り捨てて記載しております。

　　　２．支給額については、農業保険関係勘定の負担額を計上しております。

　　　３．役員に対する支給の基準は、独立行政法人農林漁業信用基金役員給与規程及び役員退職手当規程に定めております。

　　　　　また、職員に対する支給の基準は、独立行政法人農林漁業信用基金職員給与規程及び職員退職手当規程に定めております。

　　　４．報酬又は給与の支給人員は、12ヶ月間の平均人数を記載しております。

　　　５．（　）内は非常勤の役職員を外数で記載し、支給人員は、12ヶ月間の平均人数を記載しております。

　　　６．中期計画における人件費は、報酬又は給与、法定福利費並びに賞与引当金繰入又は退職給付引当金繰入であり、附属明細書における報酬又は給与は、

　　　　　役員報酬、給与及び手当並びに賞与引当金の目的使用であり、退職手当は、退職一時金に係る退職給付引当金の目的使用であります。

(30)

支給人員

職 員

（単位：千円、人）

区 分
退職手当

支給人員支　給　額

47

合 計

8,354

9,683

1,328 -                          

支　給　額

役 員

(97)

摘　　要

50,874,079 

期末残高

47,921 1,119,614 

（単位：円）

1,119,614 

47,921                     1,119,614                  

50,874,079 47,921                     51,945,772 

50,874,079 

期首残高

51,945,772                 

217 218,977

当期減少額

51,945,772 

47

当期増加額

その他
期末残高

1,032,090                  －                         

目的使用

677,704                    

1,032,090                  

当期増加額

－                         

－                         

677,704                    

677,704                    

区　　分

期首残高

当期減少額

677,704                    

期末残高当期減少額

賃貸借契約に基づくもの 219,194                    

1,032,090                  

期首残高

当期増加額

（単位：円）

摘　　要

独立行政法人会計基準第91特定無

摘　　　要

1,032,090                  
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７．上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

 (1) 現金及び預金

摘　　　　要

 (2) 前払費用

摘　　　　要

 (3) 未収収益

摘　　　　要

大阪府

 (4)その他の流動資産

摘　　　　要

 (5) 未払金

摘　　　　要

令和4年3月19日付け退職職員

(株)りそな銀行

 (6) 預り金

摘　　　　要

 (7) 未払費用

摘　　　　要

８．開示すべきセグメント情報

　  当勘定は、単一セグメントにより事業を行っているため、開示すべきセグメント情報はありません。

1,653,431,314 合　　　　　　　　計

普通預金

金　　　　額

1,653,431,314 

（単位：円）

（単位：円）

（単位：円）

農林中央金庫他

森ビル（株）他

役職員・非常勤職員

東京労働局

区　　　　分

立替金（雇用保険料職員負担分）

日本郵便(株)他

（単位：円）

(独)日本高速道路保有・債務返済機構他

三菱UFJリース(株)他

職員

（単位：円）

農林水産関係法人健康保険組合他

（単位：円）

202,819 

区　　　　分

事務室賃料等（令和4年4月分）

通勤手当

合　　　　　　　　計

109,798 

金　　　　額

区　　　　分

区　　　　分

退職手当

確定拠出年金負担金（令和4年3月分）

金　　　　額

19,428 

20,832 

合　　　　　　　　計

社会保険料負担金（令和4年3月分健康保険料等）

（単位：円）

金　　　　額

170,243 

170,243 

区　　　　分

有価証券利息

　　地方債

　　特別の法律により法人の発行する債券

　　社債

金　　　　額

2,702,205 

132,747 

1,560,860 

1,008,598 

合　　　　　　　　計

合　　　　　　　　計

金　　　　額

3,568 

259,485 

85,522 

348,575 

40,260 

区　　　　分

所得税

合　　　　　　　　計

金　　　　額

6,125 

6,125 

区　　　　分

職員給与（令和4年3月分時間外勤務手当等）

事務諸費（令和4年3月分後納郵便料等）

合　　　　　　　　計

2,702,205 

93,021 
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